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３
月
25
日
㈬
に
、
村
上
市
村
上
駅

周
辺
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン
等
策
定
委

員
会
（
以
下
「
策
定
委
員
会
」）
か

ら
村
上
市
長
職
務
代
理
者
に
対
し
て
、

村
上
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン

（
基
本
構
想
）
が
答
申
さ
れ
ま
し
た
。

　

厚
生
連
村
上
総
合
病
院
が
村
上
駅

西
側
に
移
転
す
る
計
画
が
あ
り
、
現

村
上
駅
前
の
区
域
が
、
空
洞
化
、
衰

退
し
な
い
よ
う
移
転
後
の
跡
地
利
用

策
や
活
性
化
策
お
よ
び
駅
周
辺
の
土

地
利
用
や
施
設
整
備
に
つ
い
て
検
討

す
る
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
26
年
２
月
13
日

㈭
に
市
長
か
ら
諮
問
を
受
け
た
策
定

委
員
会
に
お
い
て
、
村
上
駅
周
辺
の

ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
の
基

本
的
な
方
針
お
よ
び
計
画
と
し
て
策

定
し
た
も
の
で
す
。

　

今
後
、
市
と
し
て
は
答
申
の
内
容

を
踏
ま
え
、
具
体
的
な
取
り
組
み
や

事
業
の
実
施
に
つ
い
て
、
そ
の
時
点

で
の
本
市
の
財
政
状
況
、
社
会
情
勢

を
考
慮
し
、
実
施
の
可
否
、
実
施
時

期
、
施
策
の
詳
細
部
分
、
活
用
で
き

る
国
・
県
の
支
援
事
業
な
ど
を
改
め

て
検
討
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
い
た
だ
く
か
、
本
庁
政
策
推
進

課
お
よ
び
各
支
所
地
域
振
興
課
で
も

ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

答申書を手渡す策定委員会の櫛谷委員長（右）

●
問
い
合
わ
せ

　

政
策
推
進
課　

都
市
政
策
室

　

☎
53
‐
２
１
１
１

（
内
線
５
３
６
）

村
上
駅
周
辺

　
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン
を
答
申

村上市行政手続条例を改正しました
　行政不服審査法の全面改正に合わせ、行政手続

法の一部を改正する法律が平成26年６月に公布さ

れ、平成27年４月１日から施行されました。

　行政手続法は処分・行政指導などに関する手続

を定めた法律です。本市が行う処分などのうち、国

の法律などに基づく処分は行政手続法の対象にな

り、行政指導および条例などに基づく処分は村上市

行政手続条例の対象になります。そこで、行政手続

法の改正に合わせ、村上市行政手続条例も同様の改

正を行い、平成27年４月１日に施行しました。

　改正により行政手続における公正の確保と透明

性の向上を図るとともに、行政指導の相手方や市民

の権利利益の一層の保護を図ります。改正条例の概

要は以下のとおりです。

⑴行政指導の方式

　市が行政指導をする際に、従
わなければ許認可などを取り
消すことができることなどを
示す場合は、その処分の根拠と
なる法令などを明示します

⑵行政指導の中止などの求め

　市から法令違反の是正を求める行
政指導を受けた相手方は、その行政
指導が法律または条例に規定する要
件に適合しないと思うときは、書面
で中止などを求めることができるよ
うになりました。（図１参照）

⑶処分などの求め

　法令違反の事実を発見した場合
に、その是正のための処分または
行政指導がされていないと思うと
きは、市に対して書面で申し出て
是正を求めることができるように
なりました。（図２参照）

●問い合わせ　総務課総務・危機管理室　☎53－2111（内線313）

　　　　　　　または各支所地域振興課総務管理室

【図１】 【図２】
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